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【名古屋市立大学病院の基本情報】 

 

 

医療機関名：名古屋市立大学病院 

 

開設主体：公立大学法人 名古屋市立大学 

 

所在地：愛知県名古屋市瑞穂区瑞穂町字川澄１番地 

 

許可病床数：808床 

（病床の種別）一般病床772床、精神病床36床 

 

（病床機能別）高度急性期808床 

 

 

稼働病床数：808床 

（病床の種別）一般病床772床、精神病床36床 

 

（病床機能別）高度急性期808床 

 

 

診療科目：内科、消化器内科、肝臓内科、呼吸器・アレルギー疾患内科、リウマチ内科、 

     循環器内科、内分泌・糖尿病内科、血液・腫瘍内科、神経内科、腎臓内科、 

     外科、消化器外科、呼吸器外科、心臓血管外科、小児外科、乳腺外科、形成外科 

     整形外科、産婦人科、小児科、眼科、耳鼻いんこう科、皮膚科、泌尿器科、 

     小児泌尿器科、精神科、放射線科、麻酔科、脳神経外科、歯科口腔外科、 

     救急科、リハビリテーション科、病理診断科、臨床検査科 

 

職員数：1,886名（平成29年4月1日時点） 

・医師    497名（うち常勤269名、非常勤228名） 

・看護職員  931名（うち常勤881名、非常勤 50名） 

・専門職   329名（うち常勤210名、非常勤119名） 

・事務職員  129名（うち常勤 63名、非常勤 66名）  
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【１．現状と課題】 

 

① 構想区域の現状 

 

(1)人口及び高齢化の推移 

名古屋・尾張中部構想区域における人口は県全体と同様減少。65歳以上人口は増加し、県全

体より増加率は高い。 

 
(2)医療需要の推移 

 回復期病床が不足、他の区分は過剰となる見込み。 

 
(3)入院患者の受療動向 

名古屋医療圏において、入院患者の自域依存率は、高度急性期、急性期、回復期は9割程度と

非常に高い水準にあるほか、他の2次医療圏や県外からの患者の流入も多く見られる。 

  
(4)医療資源等の状況 

名古屋・尾張中部構想区域は、病院数が多く、大学病院が2病院あり、救命救急センターも6 

カ所整備されており、人口10万対の病院の一般病床数や医療従事者数は県平均を大きく上回っ

ており、医療資源が豊富であるとされている。 

 
② 構想区域の課題 

・大学病院が2病院あり、救命救急センターも6 か所整備されている等、高度な医療を広域に支

える役割があり、今後も高度・専門医療を確保し、緊急性の高い救急医療について、他の構

想区域との適切な連携体制を構築していく必要がある。 

・人口が多く、面積も広いため、構想区域内の医療提供体制の地域バランスに留意する必要が

ある。 

・回復期機能の病床を確保する必要がある。 
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③ 自施設の現状 

理念 
当病院は、地域の中核医療機関として、高度かつ安全で開かれた医療を提供すると

ともに、質の高い医療人を育成します 

基本方針 

・大学病院として、高度先進医療を提供します 

・高度情報化を進め、安全で開かれた医療を提供します 

・医学教育を充実し、高い倫理観を持ち信頼される医療人を育成します 

・名古屋都市圏の中核医療機関として、市民の健康と福祉を増進します 

診療科目 

内科、消化器内科、肝臓内科、呼吸器・アレルギー疾患内科、リウマチ内科、     

循環器内科、内分泌・糖尿病内科、血液・腫瘍内科、神経内科、腎臓内科、     

外科、消化器外科、呼吸器外科、心臓血管外科、小児外科、乳腺外科、形成外科、     

整形外科、産婦人科、小児科、眼科、耳鼻いんこう科、皮膚科、泌尿器科、     

小児泌尿器科、精神科、放射線科、麻酔科、脳神経外科、歯科口腔外科、     

救急科、リハビリテーション科、病理診断科、臨床検査科 

許可病床数 808床（一般772床、精神36床） 

高次機能病床 
ICU10床（うちPICU4床）、CCU4床、救命救急センター20床（うちEICU2床）、MFICU6

床、NICU12床、GCU15床 

診療実績 

入院延患者数：249,133人    外来延患者数：425,293人 

新入院患者数：18,262人    救急車受入件数：5,386件 

平均在院日数：12.6日     手術件数：8,396件 

病床稼働率：86.0％      （平成28年度実績） 

 当院は、地域の中核的医療機関として、高度急性期病床としての役割を担うとともに、 

がん・脳卒中・心筋梗塞などをはじめとする5疾病や、救急医療・災害医療などの政策医療につ

ても積極的に取り組んでいる。また、名古屋市が設置する医療機関（東部医療センター・西部

医療センター等）をはじめとする地域の医療機関等との連携や、教育研究機関として優れた医

療人の育成や臨床研究に取り組んでいる。 

 

④ 自施設の課題 

・当院における重症度は㉙27.4％（㉘27.1％）、病床稼働率は㉙86.7％（㉘86.0％）で高い水準

で増加している。手術件数も年々増加しており㉘実績は8,396件（⑱4,958件）であり、高度

な医療の需要が高まっている。これらのことから、今後も高度急性期病床の機能を担う必要

があるため、将来の医療需要の増加を見据えて、手術室や内視鏡室の拡張など高度急性期に

向けた機能強化を実施している。（※㉙29年4～11月実績） 

・3次救急をはじめ救急搬送件数が増加しており、今後も高齢化に伴う救急搬送件数の増加が見

込まれることから、より重症な救急需要の増加に対応していく施設・体制整備を進めていく。

また、愛知県の人口当たり救急科専門医数は他の大都市と比較しても少ないため、今後の需

要に対応できる救急科専門医の育成についても教育機関である当院が担う必要がある。 
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【２．今後の方針】 ※ １．①～④を踏まえた、具体的な方針について記載 

 

①  地域において今後担うべき役割 

 

 

・大学病院として高度急性期病床の機能を維持していく。 

・地域の中核医療機関として、地域医療連携の一層の推進を図ることで、地域包括ケアシステ

ムの構築及び名古屋市全体の健康福祉施策の充実に寄与する。 

・学会の認定施設として、約90の認定を受けており、主要となる基本領域のみならず多岐にわ

たる専門領域を含めた包括的な研修が可能であることから、教育機関として優れた医療人の

育成により、地域の医療の発展に貢献する。 

 

 

②  今後持つべき病床機能 

 

 

・現在の高度急性期病床の機能を維持する必要がある。 

・ただし今後の構想区域の必要病床数の見込みから、特に不足する回復期病床に対応するため、

関係する医療機関を含めた、病床機能のあり方について検討する。 

・HCUの設置など高度な病床機能の整備を進める。 

 

 

③  その他見直すべき点 
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【３．具体的な計画】 ※ ２．①～③を踏まえた具体的な計画について記載 

 

① ４機能ごとの病床のあり方について 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（平成28年度病床機能報告） 

 将来 

（2025年度） 

高度急性期 772  772 

急性期 0  0 

回復期 0 → 0 

慢性期 0  0 

（合計） 772  772 

現時点では当院における病床機能の変更予定なし。 

 

 ＜年次スケジュール＞ 

 取組内容 到達目標 （参考） 

関連施策等 

2017年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2019～2020

年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

2021～2023

年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

第

７

次

医

療

計

画 

第７期 

介護保険 

事業計画 

２
年
間
程
度
で 

集
中
的
な
検
討
を
促
進 

第８期 

介護保険 

事業計画 
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② 診療科の見直しについて 

 検討の上、見直さない場合には、記載は不要とする。 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（本プラン策定時点） 

 将来 

（2025年度） 

維持 

 

→ 

 

新設  → 

 

廃止 

 

→  

変更・統合  →  

現時点では当院における診療科の見直し予定なし。 

 

③ その他の数値目標について 

 

医療提供に関する項目 

・ 病床稼働率：86％（H29目標値） 

・ 手術件数：8,500件（H29目標値） 

・ 重症度：30％（H29目標値） 

 

経営に関する項目＊ 

・ 診療収入：27,598百万円（H29目標値） 

 

 その他： 

 

 

 

 

＊地域医療介護総合確保基金を活用する可能性がある場合には、記載を必須とする。 

 

【４．その他】 

（自由記載） 

 

 

 


